
 

 

 

別紙１ 

随意契約をすることができる場合に 

該当することの説明書 

地方自治法施行令第１６７条 

の２第１項第２号により随意 

契約をすることができる場合 

 

今 回 の 契 約 が 左 に 該 当 す る こ と の 説 明                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定の者でなければ供給することが

できないものを調達するとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 調達する財産や役務等の内容およびその特殊性 

難聴児支援センターは、新生児聴覚スクリーニング検 

査による難聴診断（疑いを含む）により、不安を抱える 

保護者に寄り添う最初の相談窓口として、また、ライフ 

ステージに応じた子どもの難聴に対応する総合相談窓口 

として、難聴児及びその保護者からの相談に応じ、適切 

な関係機関に繋ぐ等の役割を担う。 

  そのため、事業の実施にあたっては、新生児聴覚スク 

リーニング検査の精密検査（３次聴覚検査）の結果を踏 

まえた相談に応じることができ、かつ最新の医療技術や 

知見をベースにした支援ができるとともに、県内の専門 

療育機関と綿密な連携を図りながら医療での治療方針を 

踏まえた上で療育に繋げることができる団体に委託する 

必要がある。 

 

 

２ 特定の者以外の者が供給することができないことの説明 

新生児聴覚スクリーニングの精密検査を行う３次聴覚 

検査医療機関である国立大学法人東海国立大学機構岐阜 

大学医学部附属病院は、検査結果を踏まえた相談に応じ 

ることが可能である。 

また、当該病院は、難聴に係る医療面の知識と技術を 

有する医療体制が整備され、最新の医療技術や知見をベ 

ースにした支援ができるだけでなく、県内の難聴児専門 

療育機関であるみやこ園に専門医師を派遣し、治療方針 

を踏まえた上で療育に繋げることができる唯一の団体で 

あるため。 

 

 

 

 


